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ごあいさつ 

取締役頭取 

　平素より山梨中央銀行をお引き立ていただき厚く御礼申しあげます。 

　当行は、明治10年に第十国立銀行として、創業以来、地域密着と健全経営に徹し、

地域社会の発展とともに今日の基盤を築いてまいりました。 

　これもひとえに、みなさまの温かいご支援、ご愛顧のたまものと深く感謝いたして

おります。 

　さて、ここに平成19年３月期における当行の経営内容や業績などについてご報告申

しあげます。 

　平成16年４月から取り組んでまいりました新・第８次長期経営計画「Evolution 8」

は本年３月で終了し、最重要課題であります「コア業務純益160億円突破」を達成す

ることができました。この４月からは、新たな経営計画であります「中期経営計画

‘Evolution 2010’～お客さまから支持され進化・発展し続ける金融サービス業を

目指して～（計画期間：平成19年４月～平成22年3月）」がスタートしております。 

　本計画では、創業以来不変の経営理念であります「地域密着と健全経営」のもと、

地域社会の繁栄と経済発展への貢献、お客さまの絶大な支持をいただくための的確な

ソリューションの提供などを主要テーマに、「進化」し続ける金融機関を目指して各

施策を展開してまいります。 

　今後とも、お客さまや株主・投資家のみなさまから信頼される健全な経営姿勢を堅

持し、さらなる経営内容の充実、企業価値の向上を図るとともに、より質の高い金融

サービスの提供に努めてまいりますので、引き続き格別のご支援、お引き立てをお願

い申しあげます。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成19年６月 

創　　　業　明治10年 
設　　　立　昭和16年12月1日 
本店所在地　山梨県甲府市丸の内一丁目20番8号 
電 話 番 号　055-233-2111（代） 
営業店舗数　本・支店88　出張所3（山梨県内78、東京都内13） 
　　　　　　海外駐在員事務所1 
資　本　金　154億円 
総　預　金　2兆3,417億円 
貸　出　金　1兆5,194億円 
自己資本比率　11.99％（国内基準・速報値） 
従 業 員 数　1,612人 
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本誌に掲載してある計数は、原則として単位未満を切り捨てて 
表示しております。 

当行の概要（平成19年3月31日現在） 目　次 

表紙写真／三ツ峠（西桂町）から見た富士山 
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経営理念・中期経営計画‘Evolution 2010’

　当行は、地域に根ざし、地域社会の繁栄と経済発展に寄与するとともに、お客さまから信頼される健全な経営姿勢を堅持
し、経営内容の充実に努めてまいります。 

「地域密着と健全経営」 経営理念 

◎計画期間　平成19年4月～平成22年3月（2007年4月～2010年3月） 

中期経営計画‘Evolution 2010’～お客さまから支持され進化・発展し続ける金融サービス業を目指して～ 

　本計画では、当行の経営理念に基づき地域社会の繁栄と経済発展に寄与するため、地域、企業あるいは個人のお客さまが
抱える問題の解決策を提供する「３つの基本戦略」と、その基本戦略を全行的観点から支える「５つの基盤拡充施策」に取
り組んでまいります。 

顧客ロイヤルティの向上と高収益体質の構築 

3. 高い健全性と収益性を兼ね備えた銀行 

4. 高い経営力で進化・発展し続ける銀行 

1. お客さまの視点で考えお客さまに支持される銀行 

2. 産業振興と地域活性化を牽引する銀行 

定
性
目
標 



当期の業績
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取引基盤の拡充に積極的に取り組むとともに、
定期性・流動性預金の金利引上げを実施いたし
ました。この結果、譲渡性預金を含めた総預金
は、個人・法人預金の増加を主因として期中に
328億円増加し、期末残高は2兆3,417億円とな
りました。なお、国債および投資信託の窓口販
売残高の合計は、期中に352億円増加し、期末
残高は2,328億円となりました。 

21,000

22,000

23,000

24,000

0
H19/3

23,417

H19/3

15,194

緩やかな景気回復の動きが見られるなか、企業
向け融資や個人向けの各種ローンの推進に努め
るとともに、地方公共団体等からの資金要請に
も積極的にお応えしてまいりました。この結果、
期中に393億円増加し、期末残高は1兆5,194億
円となりました。 

H19/3

8,914

H19/3

4,007

総預金 
（億円） 

国債・地方債などの公共債を引き受ける一方、
投資環境や市場動向を見極めながら慎重な運用
に努めました。この結果、期中に180億円減少し、
期末残高は8,914億円となりました。 

住宅ローンを中心とした個人のお客さまの資
金ニーズに積極的にお応えしてまいりました。
この結果、期中に92億円増加し、期末残高は
4,007億円となりました。 

H18/3

23,089

H17/3

22,801

H18/3

14,800

H17/3

14,301

H18/3

9,095

H17/3

8,531

H18/3

3,914

H17/3

3,6083,500
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当期純利益 

経常利益 コア業務純益・業務純益 

【用語の説明】 

「業務純益」は、預金・貸出金・有価証券利息などの収支である「資金利益」、各種手数料の収支である「役務取引等利
益」、債券や外国為替売買などの収支である「その他業務利益」を合計した「業務粗利益」から、「経費」および「一般
貸倒引当金繰入額」を控除したものです。銀行の本来的な業務に関する収益力を表しており、一般企業の「営業利益」に
あたります。 
※「業務純益」＝「業務粗利益（資金利益＋役務取引等利益＋その他業務利益）」－「経費」－「一般貸倒引当金繰入額」 　 
「コア業務純益」は、「業務純益」から特殊な要因で変動する「一般貸倒引当金繰入額」および「国債等債券関係損益」
の影響を除いたものです。より実質的な銀行本来の業務による収益力を表しております。 
※「コア業務純益」＝「業務純益」＋「一般貸倒引当金繰入額」－「国債等債券関係損益」 
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コア業務純益 業務純益 

資金の効率的な運用や役務収益の増強に加え、経営全般にわた 
る合理化・効率化をすすめ、収益力の強化に取り組みました。 
このようななか、貸出金利息や有価証券利息配当金が増加する 
とともに、投資信託の販売増加などに伴い手数料収入も増加し 
ました。 
また、従来同様厳格な資産の自己査定に基づく償却・引当処理 
を実施する一方で、お取引先企業に対する経営相談や支援機能 
の強化、早期事業再生に向けた積極的な取り組みを行いました。 
以上の結果、コア業務純益は前期比18億円増加の177億円、業
務純益務純益は前期比36億円増加の170億円、経常利益経常利益は前期とほぼ
同額の166億円、当期純利益は前期比4億円増加の77億円を計
上することができました。 
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自己資本比率

2

0

（％） 

4

6

8

10

12

14

H19/3（速報値） 

11.40

自己資本比率（単体） 

自己資本比率の推移（国内基準） 

Tier1比率(単体)

【用語の説明】 

「自己資本比率」 
銀行が保有する資産に対する自己資本の割合で、経営の
健全性・安全性を表す重要な指標です。当行は海外に営
業拠点をもたないため「国内基準」が適用され、自己資
本比率が4％以上であることを義務づけられておりますが、
当行の自己資本比率は4％を大きく上回る水準にあります。 

「新BIS規制」 
資産のリスクに応じた掛け目（リスクウェイト）が、よ
り精緻なものに変更されました。また、比率を算出する
際の分母となるリスクアセットに、オペレーショナルリ
スク相当額が新たに追加されました。 

11.99

平成19年3月末の自己資本比率は11.99％となりました。
このうち、資本金や剰余金など自己資本の中核とな
る基本的項目で構成されるTier1比率は11.40％となっ
ており、高い健全性を維持しております。（比率はと
もに速報値） 
今後も、内部留保の積み上げにより自己資本を充実
させ、健全性を高めてまいります。 
なお、平成18年9月末時点では、地方銀行の自己資本
比率の平均は9.57％、Tier1比率の平均は7.58％（国内
基準適用55行）となっております。 

（株）格付投資情報センター（R&I）による当行の格付け 

発行体格付け 

格付けの方向性 

A+（シングルAプラス） 

安定的 

【用語の説明】 

「格付け」 
企業などが発行する債券や
銀行預金の元金・利息の支
払いの安全性を、第三者の
格付け機関が評価し、簡単
な記号で表示したものです。
評価にあたっては、企業の
経営方針、収益性、財務内
容、営業基盤の経済状況な
どが総合的に判断されます。 

（株）格付投資情報センター（R&I)

（平成19年4月30日現在） 
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AA 

  AA- 
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 B- 

  CCC+ 

CCC 

 CCC- 

CC 

C

該当地銀 
なし 

地銀 
１行 

地銀 
５行 

当行 

　当行では、お取引先のみな
さまや株主・投資家のみなさ
まへのより透明性の高い情報
開示の一環として、平成14年
3月に、（株）格付投資情報セン
ターから格付けを取得いたし
ました。 
　平成19年3月時点の見直し
においても、発行体格付け「A+」
を堅持しております。 

H18/3

11.22
11.84

H17/3

11.11
11.67

※　平成19年3月末から新しい自己資本比率の規制（新BIS規制）に基づ 
　き算出しております。 
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不良債権と保全の状況

6

（金融機能再生緊急措置法に基づく資産査定の結果を開示いたします） 
厳格な自己査定に基づく債権の引当状況 

（億円・％） 

　当行は部分直接償却を実施しておりませんが、部分直接償却
を実施した場合の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危
険債権」、「要管理債権」の合計額は721億円となります。 

（1）「破産更生債権及び 
　　　これらに準ずる債権」 
破産手続開始、更生手続開始、
再生手続開始の申立て等の事
由により経営破綻に陥ってい
る取引先に対する債権及びこ
れらに準ずる債権。 
　 
（3）「要管理債権」 
3カ月以上の延滞が発生して
いる貸出債権及び取引先の再
建・支援を図って債権回収を
促進することを目的に約定条
件を緩和している貸出債権。 

（2）「危険債権」 
取引先が経営破綻の状態には
至っていないが、財政状態及
び経営成績が悪化し、契約に
従った債権の元本の回収及び
利息の受取りができない可能
性の高い債権。 
　 
（4）「正常債権」 
財政状態・経営成績に特に問
題がないものとして、上記の
（1）から（3）に該当しない債
権。 

破産更生債権及び 
これらに準ずる債権 
 

危 険 債 権  
 
 

要管理債権  

 

534

389

▲37

▲66

▲40

▲144

194

434

167

795

14,614

15,410

231

501

207

940

14,080

15,021

平成19年3月末 平成18年3月末 

平成18年3月末比 

平成19年3月末の自己査定結果に基づき、「正常債権」
を除く、各債権額を上図グラフの左側の柱で示しました。 
なお、正常債権額は、1兆4,614億円です。 
　 
これに対し右側の柱は、担保等による保全額と、一般
貸倒引当金を含む貸倒引当金及び自己資本となる資本金・
諸積立金・評価・換算差額等の合計額を示しております。 
　 
ご覧いただけますように、不良債権に対する十分な引
当と自己資本を有しております。 

左記債権に対する保全額と 
当行の自己資本額の合計 (H19/3） 
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（億円） 

要管理債権 

破産更生債権 
及びこれらに 
準ずる債権 

危険債権 470

201
一般貸倒引当金 

担保等による 
保全額 

個別貸倒引当金 

合計 

金融機能再生緊急措置法 
に基づく債権区分 (H19/3） 

1,167

資本金 

諸積立金 

34

154

510
評価・換算差額等 

合計 2,539

【用語の説明】 

上記債権の合計 
（A） 

債 権 合 計  
（B） 

▲1.105.16 6.26不良債権比率 
（A）／（B） 

正 常 債 権  
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財務諸表

（資産の部） 

現金預け金  

コールローン 

買入金銭債権 

商品有価証券 

有 価 証 券  

貸 出 金  

外 国 為 替  

その他資産  

有形固定資産 

無形固定資産 

支払承諾見返 

貸倒引当金  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資産の部合計 

科　目 金　額 

 

52,469 

97,636 

14,303 

39 

891,458 

1,519,463 

340 

9,057 

24,935 

530 

12,627 

△27,311 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,595,549

55,364 

 

 

 

 

 

 

38,704 

 

 

 

 

 

 

16,659 

7 

681 

15,986 

4,797 

3,469 

7,718

科　目 金　額 

 

43,422 

 

 

7,801 

578 

3,561 

 

5,570 

 

2,213 

874 

26,031 

4,013 

 

 

 

 

（負債の部） 

預 金  

譲渡性預金  

コールマネー 

外 国 為 替  

その他負債  

役員賞与引当金 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

繰延税金負債 

支 払 承 諾  

負債の部合計 

（純資産の部） 

資 本 金  

資本剰余金  

　資本準備金 

　その他資本剰余金 

利益剰余金  

　利益準備金 

　その他利益剰余金 

固定資産圧縮積立金 

別途積立金 

繰越利益剰余金 

自 己 株 式  

株主資本合計 

その他有価証券評価差額金 

繰延ヘッジ損益 

評価・換算差額等合計 

純資産の部合計 

負債及び純資産の部合計 

科　目 金　額 

 

2,204,810 

136,963 

12,820 

105 

16,485 

39 

7,512 

623 

19,677 

12,627 

2,411,665 

 

15,400 

8,291 

8,287 

4 

111,467 

9,405 

102,062 

101 

92,501 

9,460 

△2,352 

132,807 

51,072 

5 

51,077 

183,884 

2,595,549

（28,607） 

（12,219） 

 

 

 

 

 

（2,048） 

 

経 常 収 益  

資 金 運 用 収 益  

( うち貸出金利息 )  

(うち有価証券利息配当金) 

役 務 取 引 等 収 益  

そ の 他 業 務 収 益  

そ の 他 経 常 収 益  

経 常 費 用  

資 金 調 達 費 用  

( う ち 預 金 利 息 )  

役 務 取 引 等 費 用  

そ の 他 業 務 費 用  

営 業 経 費  

そ の 他 経 常 費 用  

経 常 利 益  

特 別 利 益  

特 別 損 失  

税引前当期純利益  

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額  

当 期 純 利 益  

■貸借対照表（平成19年3月31日現在） ■損益計算書 
（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで） 

（単位：百万円） （単位：百万円） 
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（資産の部） 

現金預け金  

コールローン及び買入手形 

買入金銭債権 

商品有価証券 

有 価 証 券  

貸 出 金  

外 国 為 替  

その他資産  

有形固定資産 

無形固定資産 

繰延税金資産 

支払承諾見返 

貸倒引当金  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資産の部合計 

科　目 金　額 

 

52,527 

97,636 

16,418 

39 

890,196 

1,506,551 

340 

21,503 

26,930 

717 

821 

12,627 

△31,002 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,595,307

（負債の部） 

預 金  

譲渡性預金  

コールマネー及び売渡手形 

借 用 金  

外 国 為 替  

その他負債  

役員賞与引当金 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

繰延税金負債 

支 払 承 諾  

負債の部合計 

（純資産の部） 

株 主 資 本  

資 本 金  

資本剰余金 

利益剰余金 

自 己 株 式  

株主資本合計 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

繰延ヘッジ損益 

評価・換算差額等合計 

少数株主持分 

純資産の部合計 

負債及び純資産の部合計 

科　目 金　額 

 

2,200,240 

135,563 

12,820 

1,175 

105 

20,052 

39 

7,512 

634 

19,701 

12,627 

2,410,471 

 

 

15,400 

8,291 

111,754 

△2,352 

133,094 

 

51,121 

5 

51,126 

615 

184,836 

2,595,307

■連結貸借対照表（平成19年3月31日現在） 

（単位：百万円） 

■株主資本等変動計算書 
（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで） 

（単位：百万円） 

平成18年3月31日残高 

当 期 変 動 額  

剰余金の配当（注） 

剰余金の配当 

役員賞与（注） 

当 期 純 利 益  

自己株式の取得 

自己株式の処分 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

当期変動額合計 

平成19年3月31日残高 

株主資本 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

15,400 

　 

　― 

― 

― 

― 

― 

― 

　 
　 

― 

15,400

8,289 

　 

― 

― 

― 

― 

― 

　1 

　 
　 

1 

8,291

104,710 

　 

△461 

　△461 

　△38 

　7,718 

― 

― 

　　 
　 

6,756 

111,467

△2,273 

　 

― 

― 

― 

― 

　△80 

　1 

　 
　 

△78 

△2,352

126,126 

　 

△461 

　△461 

　△38 

　7,718 

　△80 

　3 

　　 
　 

6,680 

132,807

― 

平成18年3月31日残高 

当 期 変 動 額  

剰余金の配当（注） 

剰余金の配当 

役員賞与（注） 

当 期 純 利 益  

自己株式の取得 

自己株式の処分 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

当期変動額合計 

平成19年3月31日残高 

評価・換算差額等 
その他有価証 
券評価差額金 

46,781 

　 

― 

　― 

　― 

　　― 

　― 

― 

　 
　 

4,290 

51,072

― 

　 

― 

　― 

　― 

　　― 

　― 

― 

　 
　 

5 

5

46,781 

　 

― 

　― 

　― 

　　― 

　― 

　― 

　 
　 

4,295 

51,077

172,908 

　 

△461 

　△461 

　△38 

　　7,718 

　△80 

　3 

　　 
　 

10,975 

183,884

4,295

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

4,290 5 4,295

― ― ― ― 

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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財務諸表

61,610 

 

 

 

 

 

 

44,543 

 

 

 

 

 

 

17,066 

10 

703 

16,372 

4,996 

3,524 

130 

7,721

科　目 金　額 

 

43,374 

（28,550） 

（12,227） 

8,836 

5,696 

3,702 

 

5,588 

（2,047） 

1,727 

5,762 

26,594 

4,870

経 常 収 益  

資 金 運 用 収 益  

（うち貸出金利息） 

（うち有価証券利息配当金） 

役 務 取 引 等 収 益  

そ の 他 業 務 収 益  

そ の 他 経 常 収 益  

経 常 費 用  

資 金 調 達 費 用  

（ う ち預 金 利 息 ） 

役 務 取 引 等 費 用  

そ の 他 業 務 費 用  

営 業 経 費  

そ の 他 経 常 費 用  

経 常 利 益  

特 別 利 益  

特 別 損 失  

税金等調整前当期純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額  

少 数 株 主 利 益  

当 期 純 利 益  

■連結損益計算書 

（単位：百万円） 

■連結株主資本等変動計算書 
（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで） （平成18年4月1日から平成19年3月31日まで） 

（単位：百万円） 

平成18年3月31日残高 

当 期 変 動 額  

剰余金の配当（注） 

剰余金の配当 

役員賞与（注） 

当 期 純 利 益  

自己株式の取得 

自己株式の処分 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

当期変動額合計 

平成19年3月31日残高 

株主資本 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

15,400 

　 

　― 

― 

― 

― 

― 

― 

　 
　 

― 

15,400

8,289 

　 

― 

― 

― 

― 

― 

　1 

　 
　 

1 

8,291

104,994 

　 

△461 

　△461 

　△38 

　7,721 

― 

― 

　　 
　 

6,759 

111,754

△2,273 

　 

― 

― 

― 

― 

　△80 

　1 

　 
　 

△78 

△2,352

126,411 

　 

△461 

　△461 

　△38 

　7,721 

　△80 

　3 

　　 
　 

6,682 

133,094

― 

平成18年3月31日残高 

当 期 変 動 額  

剰余金の配当（注） 

剰余金の配当 

役員賞与（注） 

当 期 純 利 益  

自己株式の取得 

自己株式の処分 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

当期変動額合計 

平成19年3月31日残高 

評価・換算差額等 
その他有価証 
券評価差額金 

46,825 

　 

― 

　― 

　― 

　　― 

　― 

― 

　 
　 

4,296 

51,121

― 

　 

― 

　― 

　― 

　　― 

　― 

― 

　 
　 

5 

5

46,825 

　 

― 

　― 

　― 

　　― 

　― 

　― 

　 
　 

4,301 

51,126

173,748 

　 

△461 

　△461 

　△38 

　　7,721 

　△80 

　3 

　　 
　 

11,088 

184,836

4,405

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

4,296 5 4,301

― ― ― ― 

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

少数株主持分 

511 

　 

― 

　― 

　― 

　　― 

　― 

　― 

　 
　 

104 

615

104



グループ企業と連結決算

600

400

200

0
H19/3

経常収益 
（一般企業の売上高に相当します） 

（億円） 
200

100

50

0
H19/3

経常利益 

（億円） 
80

40

20

0
H19/3

当期純利益 

（億円） 

77

150

H18/3H17/3

549

602

H18/3H17/3

147

170

H18/3H17/3

73

616

170
60

61

山梨中央銀行グループのご案内
当行グループは、みなさまの暮らしや経営を応援するため、多彩で質の高い商品・サービスの提供に努めており

ます。当行の取り扱う預金・融資業務などに加え、リース・クレジットカード・信用保証・コンサルティングなど

金融関連業務を幅広く充実させ、総合金融サービスを提供することで、お客さまの一層の利便性向上に努めてまい

ります。

グループ企業　（平成19年3月末現在） 

会 社 名  業 　 務 　 内 　 容  資 本 金  当行出資比率 

山梨中央保証（株） 信用保証業務等 1,020百万円 99.05％ 

山梨中銀リース（株） リース業務等 20百万円 30.25％ 

山梨中銀ディーシーカード（株） クレジットカード業務等 20百万円 30.25％ 

山梨中銀ビジネスサービス（株） 銀行業務の一部事務代行業務等 10百万円 100％ 

山梨中銀経営コンサルティング（株） コンサルティング業務、投資業務等 200百万円 45％ 

連結決算
当行は、上記のグループ企業5社を連結子会社としております。

連結の業績はグラフのとおりです。

10
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コンプライアンス

　当行は、当行が業務上使用するお客さまあるいは取引関係者等の個人情報につきまして、個人情報の保護に関す
る法政令および当行が加盟する団体のガイドラインを遵守するとともに、自主的なルール、管理体制を確立するた
めに個人情報保護宣言（プライバシーポリシー）を定め、これを実行し維持いたします。 

個人情報保護宣言（プライバシーポリシー） 

（法令等の遵守） 
当行は、個人情報に適用される「個人情報の保護に関する法律（平成15年5月30日法律第57号）」その他の関
係法令および規範を遵守するとともに、一般に公正妥当と認められる個人情報の取扱いに関する慣行に準拠し、
適切に取扱います。また、取扱いの改善および更新を継続的に行います。 　 
（安全な管理体制の確立） 
当行は、個人情報保護管理責任者を任命し、個人情報の適正かつ安全な管理を実施いたします。 
また、役職員に対し個人情報の保護についての教育を実施し、日常業務における個人情報の適正かつ安全な取
扱いを徹底いたします。 　 
（個人情報の正しい取得と利用） 
当行は、個人情報を適法かつ公正に取得し、利用目的を特定のうえ通知、明示または公表し、その利用目的の
範囲内で使用いたします。 　 
（漏えい等の防止） 
当行は、個人情報の漏えい、滅失またはき損および個人情報への不正アクセスの防止その他個人情報の安全な
管理のため、必要かつ適切な対策を講じます。 　 
（情報の開示等） 
当行は、お客さまがご自身の個人情報について開示、訂正、削除、利用停止等を求める権利を有していること
を確認し、これらのご要望がある場合には、適切かつ迅速に対応いたします。 　 
（お問い合わせ窓口） 
個人情報の取扱いに関するご質問、ご要望につきましては、専用窓口で適切に対応いたします。 

コンプライアンス（法令等遵守）への取り組み 

信頼の確立 

　「コンプライアンス」とは、法令はもちろんのこと、社会規範（倫理）や企業倫理など、広い範囲にわたる社会のル
ールを厳格に遵守し、当行が企業市民として「社会の期待に応える」ことです。 
　当行は、「コンプライアンス」を経営の最重要課題の一つとして位置づけ、お客さまとの信頼関係を維持し、一層強
固なものとするため、「コンプライアンス委員会」を中心にコンプライアンス態勢の整備・強化に取り組んでおります。 
　また、当行では、銀行業務における判断基準として、コンプライアンス８原則（企業倫理）を役職員に徹底し、日々
の業務にあたっております。 

コンプライアンス 
８原則 

（ 企 業 倫 理 ） 

地域社会への貢献 法令およびルール 
の厳格な遵守 
 

透明な経営 

職員の人権の尊重 
環境問題への 
取組み 

社会貢献活動へ 
の取組み 

反社会的勢力と 
の対決 

個人情報の保護



12

金融商品等の勧誘方針

私たちは、お客さまの金融商品に関する知識や経験の程度、投資の目的、資産の状況などに照らして、適切
な商品を勧誘するよう努めます。 

私たちは、金融商品のしくみや元本割れの可能性など重要な事項について説明し、お客さまの判断に役立つよう努めます。 

私たちは、お客さまにご迷惑をおかけしない時間帯や場所で勧誘を行います。 

私たちは、誠実・公正な勧誘を心がけ、誤解を招かない説明や情報提供に努めます。 

私たちは、お客さまに適切な勧誘が行えるよう、商品知識の習得に努めます。 

金融商品等の勧誘方針 

　当行では、偽造・盗難によるキャッシュカード犯罪対策として、下記のとおりさまざまな取り組みを行っており
ます。これからも、さらにお客さまに安心してお取引いただけるよう一層のセキュリティ向上に努めてまいります。 

１．これまでの主な取り組み 
（1）暗証番号に関するセキュリティ強化 

①ATMでの暗証番号変更サービス 
ATMにて、随時、暗証番号を変更いただけます。 

②カード暗証番号の誤入力回数制限 
当行所定の回数を超えて、間違った暗証番号が連続して使用されたキ
ャッシュカード等をATMに取り込みます。一旦、取り込まれたカー
ドはお使いいただけなくなります。 

③類推されやすい暗証番号の登録・変更時の受付制限 
キャッシュカード等の新規発行や再発行、および暗証番号の変更時に
おいて、類推されやすい暗証番号は受付けておりません。 

④類推されやすい暗証番号が使用された場合の注意喚起メッセージ表示 
ATMで類推されやすい暗証番号が使用された場合、ATM画面上に注
意喚起メッセージを表示して、お客さまに暗証番号の変更をお勧めし
ております。 

⑤キャッシュカード・暗証番号の管理に関する注意内容を記 
　載したガイダンスカードの作成 

⑥ATM取引覗き見防止の「つい立て（仕切り）」の設置  

⑦ATM取引画面の覗き見防止フィルムの貼付 

⑧ATMの後方確認ミラー装着 

⑨ATMの暗証番号入力キーのスクランブル表示 
手の動きなどから暗証番号が推測されることを防ぐため、暗証番号
入力画面の数字の配列を都度スクランブルに表示しております。 

※キャッシュカード等とは、普通預金・貯蓄預金のキャッシュカードおよび融資
　専用カードのことです（バンクカードを含みます）。 

（2）キャッシュカード等のご利用限度額に関するセキュリティ強化 

①「１日あたりのご利用限度額」の設定 
「現金のお引き出し」、「お振込・お振替」とも、それぞれ200万円
に設定しております。 

②ATMでの「１日あたりのご利用限度額」変更サービス 
ATMにて、10万円単位で、お客さまのご希望の金額に限度額を変更
（引き下げ）いただけます。 

2．これからの主な取り組み 

①ＩCキャッシュカードの導入（平成19年7月全店取扱開始予定） 
偽造防止策としてICキャッシュカードを導入いたします。 

②ATMにおける生体認証機能の導入（平成19年7月全店取扱開始予定） 
ICキャッシュカードの追加機能として生体認証機能（手のひら静脈認証
等）を導入いたします。 

（3）偽造・盗難キャッシュカード等による被害補償 

お客さまが被害にあわれた場合の被害補償を平成17年12月から開始し
ております。 

偽造・盗難カードによる被害防止への対策
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地域密着型金融推進計画

　平成17年3月に金融庁から示された「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム」に基づいて策定
した当行の「地域密着型金融推進計画」は、新・第8次長期経営計画「Evolution８」（計画期間：平成16年度～18年度）と
その目指す方向を一つにするものであります。当行では、平成17年度～平成18年度の2年間にわたって、地域密着型金融の
機能強化に向け、「事業再生・中小企業金融の円滑化」、「経営力の強化」および「地域の利用者の利便性向上」の各施策
に全力をあげて取り組んでまいりました。 
　本計画の取り組みにおける特徴的なものとして、産学官との連携強化による経営支援機能の拡充、「やまなし食のマッチ
ングフェア」の開催やインターネット上のビジネスマッチングサイトの運営参画による販路開拓・拡大への支援機能強化等
が挙げられるほか、お取引先企業への再生支援の取り組みにつきましても、70先の債務者区分がランクアップいたしました。 
　こうした取り組みにより、地域密着型金融推進計画における目標につきましては、概ね計画通り達成するなど、一定の成
果を得たものと考えております。 
　今後も地域密着型金融の機能を確立・深化させるとともに、お客さまのニーズを的確に把握し、より質の高い金融サービ
スの提供に取り組んでまいります。 

「地域密着型金融推進計画」について 

地域密着型金融推進計画における個別施策 

1.事業再生・中小企業金融の円滑化 

（1）創業・新事業支援機能等の強化 

q融資審査態勢の強化 

w産学官および外部支援機関等との連携強化による 
　地場産業・ベンチャー企業等の育成 

（2）取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化 

q経営相談・支援機能の強化 

w健全債権化に向けた取組強化および公表 

（3）事業再生に向けた積極的取組み 

（4）担保・保証に過度に依存しない融資の推進等 

q担保・保証に過度に依存しない融資の推進 

w中小企業の資金調達手段の多様化への対応 

（5）顧客への説明態勢の整備、相談苦情処理機能の強化 

q顧客への説明態勢の整備 

w相談苦情処理機能の強化 

（6）人材の育成 

2.経営力の強化 

（1）リスク管理態勢の充実 

（2）収益管理態勢の整備と収益力の向上 

（3）ガバナンスの強化 

（4）法令等遵守（コンプライアンス）態勢の強化 

（5）ITの戦略的活用 

q統合リスク管理態勢構築・新BIS規制への対応 

w信用リスク管理態勢の向上 

q財務内容の適正性の確認 

w統制環境の整備 

qマーケティング態勢の整備 

wダイレクトチャネルを活用した営業推進と利便性の提供 

e電子自治体システムへの協力・支援 

r次期営業店システム構築 

t偽造・盗難カード問題への対応 

yリスク管理の高度化に向けたIT活用 

3.地域の利用者の利便性向上 

（1）地域貢献等に関する情報開示 

（2）地域の利用者の満足度を重視した金融機関経営の確立 

（3）地域再生推進のための各種施策との連携等 
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地域のみなさまとともに

総預金残高、地域の預金残高 

　地域のみなさまの多様なニーズにお応えするため、商品・サービスの充実を図るとともに、より高い利便性の提供に努め
ております。 

地域のみなさまの利便性向上への取組状況 

投資信託・国債窓口販売残高、地域の投資信託・国債窓口販売残高 
（億円） （億円） 

個人年金保険・確定拠出年金 

リバーシティプラザ 
（オギノリバーシティ１階西口） 

ローンスクエア甲府支店 
（昭和町清水新居） 

ローンスクエア八王子（八王子支店２階） 

ローンスクエア立川（立川支店２階） 

住宅ローンなんでも相談会 

メールオーダーサービス 

各種個人ローン、資産運用・年金など 
に関するご相談を承っております。 

住宅ローンを中心とした各種個人ロー 
ンのご相談・お申込みを承っておりま 
す。 

平　日：12時～20時（※1） 
土・日・祝日：10時～18時（※1） 

平　日：9時～19時（※2） 
土曜日：9時～17時（※2） 

平日・土曜日：9時～17時（※2） 

平日・土曜日：9時～17時（※2） 

055-274-6133

055-223-8081

042-661-3369

042-536-0893

甲府市・富士吉田市・昭和町内の住宅展示場にて、住宅ローンに関する休日相談会を開催 
しております。開催日時・場所は、当行ホームページにて、随時ご案内いたします。 

各種個人ローンやサービス、預金口座開設などを郵便でお申込みいただけます。 
所定の申込書に必要事項をご記入のうえ、返信用封筒にてご郵送ください。 

各種商品・サービスのご案内のほか、各種個人ローンのご相談・お申込みや返済プラン 
のシミュレーション、海外旅行保険契約、資料請求サービスなどをご利用いただけます。 

山梨中銀ダイレクトマーケティング 
センター（フリーダイヤル） 

各種個人ローン、資産運用・年金など 
に関するご相談を承っております。 

平　日：9時～17時 
（銀行休業日は除きます） 

5,000

20,000

25,000

0

10,000

15,000

500

1,000

2,500

0

1,500

便利なチャネル・サービス 
店舗・キャッシュコーナーのご案内につきましては、22ページをご覧ください。 

ホームページ 
http://www.yamanashibank.co.jp/

70120-201862 
（照会コード：9） 

ふれあいハローに 

総預金残高 地域の預金残高 

H17/3 H19/3

23,417

20,033

22,801

19,882

H18/3

23,089

19,722

※「地域の預金｣、｢地域の投資信託・国債窓口販売残
　高」とは、山梨県内の営業店舗における預金、投資
　信託･国債の窓口販売残高のことです。 

投資信託窓口販売残高 

地域の投資信託窓口販売残高 

国債窓口販売残高 

地域の国債窓口販売残高 

H19/3

1,412

1,976

H18/3

1,392 1,248

H17/3

1,225

268

1,100

238

524
1,494 583

1,772 916

1,264

2,095

2,000

個人年金保険販売額 
92億円 （平成18年4月～19年3月） 

確定拠出年金加入者数（企業型・個人型） 
（平成19年3月末） 

3,406人 

22社 企業型の導入企業 

1,339

2,328

831

（※1）12月31日～1月3日、オギノリバーシティ定休日は休業いたします。（※2）祝日、12月31日～1月3日は休業いたします。 



地域のみなさまとともに

個人向け貸出金残高･貸出金比率、 
地域の個人向け貸出金残高･貸出金比率 

4,000

8,000

12,000

16,000

0

総貸出金残高、地域向け貸出金残高･貸出金比率 
（億円） 

　当行は、地域社会の繁栄と地域経済の発展に貢献することを重要な使命と考え、地域密着型金融の機能強化の推進
を図るなかで、より質の高い金融サービスや円滑な資金の提供に努めております。 

地域のみなさまへのご融資の状況 

※「地域向け貸出金」とは、山梨県内の営業店舗における貸出金のこ
　とです。 
※「中小企業向け貸出金」とは、中小企業および個人事業主向けの 
　貸出金のことです。 
※「個人向け貸出金」とは、個人向けの非事業性貸出金のことです。 

総貸出金残高 

20

40

60

80

0
H19/3

8,721

地域向け貸出金残高 

15,194

地域向け貸出金比率 

H19/3

個人向け貸出金比率 

地域の個人向け貸出金残高 個人向け貸出金残高 

1,000

2,000

3,000

4,000

0

（億円） 

10

20

30

0

4,070

地域向け貸出金に対する地域の個人向け貸出金比率 

中小企業向け貸出金残高･貸出金比率、 
地域の中小企業向け貸出金残高･貸出金比率 

中小企業向け貸出金比率 

中小企業向け貸出金残高 地域の中小企業向け貸出金残高 

地域向け貸出金に対する 
地域の中小企業向け貸出金比率 

2,000

4,000

6,000

0

（億円） 

20

40

60

0
H19/3

4,176

40

地域向け貸出金（残高）の内訳 

■中小企業（9,563先） 
■個人（53,849先） 
■大企業・中堅企業 
■地方公共団体 

平成19年3月末現在 

住宅ローン残高 3,741億円 

2,878億円 うち地域向け 
（平成19年3月末） 

57％ 

（％） （％） 

（％） 

5,754

H17/3

8,984

14,301

H18/3

8,860

14,800

H17/3

6,013

38％ 

H18/3

6,056

4,807
4,564

H17/3

3,698 36％ 

27％ 

H18/3

3,992

2,904
3,1483,076

48％ 

36％ 

6％ 

10％ 

48％ 

合計 
63,497先 
8,721億円 
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上記のほか、各種信用保証協会保証付融資、県・市町村の制度融資、各種代理貸付業務、私募債の受託などを取り扱い、みなさまの資金ニーズ
に積極的にお応えしております。 

　地域経済を支えるみなさまの資金ニーズに積極的にお応えいたします。 

上記のほかにも、各種ローンを取り揃えております。個人ローンに関するお問い合わせは、当行本支店、ローンスクエアまたは山梨中銀ダイ
レクトマーケティングセンターまでお願いいたします。 

※　各ローンのお申込みにあたっては、当行所定の審査がございます。審査の結果、ご希望に添えない場合がございますので、予めご了承ください。 
※　各ローンのご契約がお取引店（お取引希望店）でお取り扱いできない場合、最寄りの別の店舗にご案内させていただくことがございますので、予めご了承ください。 
※　個人ローンにつきましては、店頭に各ローンの商品概要説明書をご用意しております。 

事業者のみなさま向けの主な無担保ローン商品 

個人のみなさま向けの主なローン商品 

山梨中銀 

ビッグアシスト 

ご融資限度額 ご融資期間 

7,000万円 10年以内 

●スピード審査　●無担保　●第三者保証人不要 
以下の条件をすべて満たす中小企業・個人事業主 
①山梨県内に住所または本店を有し、1年以上同一事業を営んでおり、今後も継続し
て事業を営む予定であること。②山梨県信用保証協会の保証を受けられること。 

特徴・ご利用いただける方 

（インターネット・FAX・郵送でもお申込みいただけます。） 

ご融資限度額 ご融資期間 お使いみち・特徴 

山梨中銀 

自由設計型住宅ローン 5,000万円 35年以内 

住宅の新築・購入、増改築、土地の購入のほか、他金融機関住宅ローンのお借り換え、
セカンドハウス新築・購入などの住宅関連資金 
①ライフプランに合わせて自由な返済計画の設定が可能です。②ご融資金利は「変動
金利型」または「固定金利型（期間3年・5年・10年）」をご選択いただけます。 

山梨中銀 

教育ローン「親ごころ」 
（当座貸越型） 

500万円 
14年6ヵ月 
以内 

山梨中銀 

教育ローン（証書貸付型） 300万円 5年以内 

山梨中銀 

ビジネスサポートローン 
「一般口」「環境配慮口」 

法人 
  3,000万円 

個人事業主 
  1,000万円 

5年以内 

●スピード審査（最短3営業日以内で回答） ●無担保　●第三者保証人不要 
●「環境配慮口」は金利優遇あり 
以下の条件をすべて満たす中小企業・個人事業主 
①2年以上同一事業を営んでいること。②オリックス株式会社の保証を受けられること。 
※「環境配慮口」は①②に加え、ISO14001、エコアクション21等の環境認証を取得していること。 

山梨中銀 

農業サポートローン 1,000万円 5年以内 

●スピード審査（最短3営業日以内で回答） ●無担保　●第三者保証人不要 
●「認定農業者」は金利優遇あり 
以下の条件をすべて満たす農業事業者 
①農業法人は1年以上、農業者（個人）は2年以上の事業実績があること。②オリックス
株式会社の保証を受けられること。 

大学・短大・各種専門学校の入学金・授業料など進学・教育に必要な資金、毎月の仕
送り資金 
①ご契約金額の範囲内で何回でもご利用いただけます。②お子さまの在学期間中は、
毎月のお利息のみお支払いいただきます（元金は随時ご返済いただけます）。 

入学金・授業料など進学・教育に必要な資金 
元金返済の据え置きを選択いただきますと、ご融資期間は最長10年となります。 

山梨中銀 

カードローン  
「waku waku」 

30万円 
50万円 
100万円 

2年 
（2年毎に更新） 

山梨中銀 

マイカーローン 300万円 

200万円以下 
5年以内 

200万円超　 
7年以内 

マイカー・バイク購入、車の修理・車検費用、免許取得費用などお車に関する資金 
①マイカー買い替えの場合、残っているマイカー購入資金を含めてご利用いただけます。 
②個人間売買（ネットオークションなど）のマイカー購入資金にもご利用いただけます。 

お使いみち自由（事業性資金は除きます） 
①ご契約金額の範囲内で何回でもご利用いただけます。②当初ご契約金額30万円と
50万円につきましては、ご利用状況に応じて、毎年10万円ずつ（最大70万円まで）、
ご利用可能額を増やすことができます。 
※ご利用状況によっては、ご利用可能額の増額が適用されない場合がございます。 

運転 設備 運転資金 設備資金 

運転 設備 

運転 設備 

運転 設備 
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地域のみなさまとともに

　地元企業のみなさまに対する経営支援を通じて、地域経済の活性化に積極的に取り組んでおります。 

地元企業のみなさまに対する経営支援および企業育成の取組状況 

創業・成長・再生支援体制 

中小事業者の 
お客さま 

経営支援 連携 

当行グループ お客さまのニーズに、本部・
営業店・グループ会社が一体
となってお応えしております。 

事業資金の提供 
コンサルティング 
ビジネスマッチング 
情報提供　など 

　当行グループでは、外部機関と連携を図りながら、創業や新事業の立ち上げ、事業の成長・再生に向けた支援体制を構築
し、質の高いサービスの提供に努めております。 

〈主な支援メニュー〉 

（事業資金の提供） 
●（財）やまなし産業支援機構との提携融資制度 

●県・市町村制度融資　●政府系金融機関との協調融資 
●私募債引受　　　　　●投資 
●「やまなしベンチャー育成投資事業有限責任組合」への紹介 

●各種融資商品（ベンチャー企業・ニュービジネス関連中
小企業向け融資制度「山梨中銀ニュービジネスサポート資
金」、「富士北麓・東部地域産業クラスター促進ローン」、「山
梨中銀NPOサポートローン」など） 

（コンサルティング） 
●社会保険労務士による人事・労務管理アドバイス 
●事業承継対策等のアドバイス 
●中小企業新事業活動促進法等の認定取得支援 
●ISO等の認証取得コンサルティング 
●指定管理者制度導入・応募のコンサルティング 
●確定拠出年金（401k）導入支援 

●経営計画策定、社内規程整備、市場調査、販路拡大、技術・
事業の将来性の評価など企業経営に関する総合コンサルティ
ング 

●M＆A仲介（企業の買収・合併・提携の斡旋等） 
●株式公開支援 
●中小企業診断士による経営診断やアドバイス 

（ビジネスマッチング・情報提供） 
●マッチングフェアの開催 

●国立大学法人山梨大学に在籍する教授の研究内容を紹介する「山
梨大学発“ビジネスチャンス”直行便！」の発行 

●当行・公共団体などが実施する支援制度（融資・公的助成等）
の概要を収録した冊子「ビジネスサポートガイド」の発行 

●産業・経済情報や個別業界・業態情報の提供 
●公的支援制度の情報提供    
●山梨ちゅうぎん経営者クラブによる講演会・経営後継者育
成セミナー・実務セミナーの開催 

●地域経済情報誌の発行 

●当行ネットワークを活用したお取引先紹介や販路拡大な
どのビジネスマッチング情報の提供 

●公共団体・経済団体などの経営支援メニューをお客さま
のニーズに応じて組み合わせて提供する「山梨中銀経営
支援コーディネートサービス」 

●（財）広域関東圏産業活性化センター（GIAC）等との共同による
県内企業と県外企業間における技術・商取引コーディネート 

●産学官連携によるマッチング事業・販路開拓支援 
●ビジネスマッチングサイト「山梨食材市場」（食関連）や「風林火山
ビジネスネット」・「山梨甲斐もの市場」を活用した販路開拓支援 

当　行 
本部支援部署　営業店 

グループ会社  
山梨中銀経営コンサルティング（株）等 

外部機関 

技術アドバイザー 

研 究 ・ 専 門 機 関  

政 府 系 金 融 機 関  

公 　 共 　 団 　 体  

経済団体・業界団体 

外部コンサルタント 
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地方公共団体事業への協力等を通じた地域貢献への取組状況 

県内地方公共団体向け融資残高・地方債引受残高 

　地方公共団体などへのご融資や地方債の引き受けを通じて、豊かで住みよい地域社会の発展に積極的に協力してお
ります。また、産学官の連携を通じた産業支援や地域経済活性化にも取り組んでおります。 

技術アドバイザーと連携した成長支援の取組実績 

平成13年4月～19年3月 

投融資先数・金額 

ビジネスマッチング件数 

133先・97億円 

  37件 

本部・営業店が連携した経営改善支援の取組実績 

企業の成長支援では、平成13年4月に技術アドバイザーを
設置以来、326のお取引先に対して、販路拡大や技術・事
業の将来性の評価などのコンサルティングを実施しました。 

平成17年4月～19年3月 

経営改善支援の取組先数 

上記のうちランクアップした先数 

338先 

70先 

事業の再生に向けた経営改善支援では、本部・営業店が連
携した経営改善計画策定の支援に取り組んでおります。 

指定金融機関の受託状況 

896億円 1,573億円 

融資残高 地方債引受残高 

合計2,470億円 （平成19年3月末現在） 

県内の自治体数 

当行が指定金融機関を 
受託している自治体数 

（平成19年3月末現在） 

県 市 町 村 合計 

1 13 9 6 29

1 13 8 3 25

産学官連携による産業支援への取り組み 

当行・山梨県他 
（有限責任組合員） 

山梨中銀経営 
コンサルティング 
（無限責任組合員） 

株式公開 ベンチャー 
企業 

やまなしベンチャー育成 
投資事業有限責任組合 

やまなしベンチャー育成投資事業有限責任組合の概要 

出資 キャピタルゲイン等 

出資 

投資 成長・ 
発展 

経営指導・株式公開支援 

分配 

分配 

管理運営 

◎山梨県などとともに、官民共同出資のベンチャーファン
ド「やまなしベンチャー育成投資事業有限責任組合」を
設立し、ベンチャー企業等に対する投資や株式公開支援
を行っております。本ファンドの管理運営は、山梨中銀
経営コンサルティング㈱が行っております。 

◎（財）やまなし産業支援機構へ出捐するとともに、職員を
派遣して連携を図っております。また、相互のサービス
機能を地域企業へ紹介するなど、共同して企業を支援し
ております。 

◎産学官の連携強化を図り、当行ネットワークを活用して、
大学等の研究機関が保有する技術シーズと企業ニーズ
のマッチング事業の展開、販路開拓支援等を行ってお
ります。                       
 ● 産学連携に関する情報交換や新産業・ベンチャー企業 
　の創出・支援等を図るため、国立大学法人山梨大学、
　甲府商工会議所とともに、「やまなし産学連携推進連
　絡会（リエゾン－Ｙ）」を組成いたしました。                
 ● 富士吉田商工会議所などが進める「富士北麓・東部地
　域産業クラスター協議会」に参画し、「産学官交流事業」
　への支援として、マッチング事業や実用化された新
　技術・製品の販路開拓支援等を行ってまいります。 
 ● 山梨大学客員社会連携コーディネータ（当行行員８名）
　が、国立大学法人山梨大学が考案・開発する新技術
　を民間企業へ移転させる橋渡しを行っております。 
◎県内唯一の総合シンクタンクである（財）山梨総合研究
所へ出捐するとともに、職員の派遣を行い、豊かで住
みよい地域社会の発展に協力しております。 

18
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地域社会への貢献活動

当行は、企業市民として、地域のみなさまとともに歩んでまいりました。これからも、社会福祉、文化・学術・

スポーツの振興、環境美化・環境保全などさまざまな分野で住みよい地域社会づくりに協力していきたいと考えて

おります。

また、当行では職員の社会貢献活動を支援するため、「地域活動特別休暇（ふれあい休暇）」制度を設けております。

山梨中銀金融資料館では、当行をはじめとする県内金融史に
関する文献や古代から現代に至る貨幣など貴重な資料を豊富に
展示しております。

女子バレーボール部は、県内バレーボールの普及・技術向上
のため「ふれあいバレーボール教室」を年約30回開催しており
ます。その集大成として開催する「山梨中央銀行杯山梨県家庭
婦人バレーボール大会」は本年（6・7月開催予定）で12回目

を迎えます。

山梨中銀金融資料館ふれあいバレーボール教室

当行では、地域のみなさまとのふれあいをより深めていくた
め、地元で開催されるお祭りやスポーツ大会などさまざまな行
事に積極的に参加、協力しております。
また、本支店のロビーを地域のみなさまの文化活動や作品発

表の場としてご活用いただいております。

当行では、山梨県が推進する環境美化活動「やまなしクリー
ンキャンペーン」に参加して店舗周辺の道路・公園等公共の場
の清掃活動を行うなど、全行を挙げて環境に配慮した活動を展
開しております。「平成18年度やまなしクリーンキャンペーン」
では、延べ3,957名が参加し、延べ901ヵ所の清掃を行いま
した。

環境美化活動

開館日：日曜日～木曜日（祝日・12月29日～1月4日を除きます） 

開館時間：9時～17時（16時受付終了）　 電話 055-223-3090

地域行事等への参加
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ペイオフ

当行は、大学等の研究機関が保有する技術シーズと

企業ニーズを結びつけ、新技術の開発や新規事業の創

出を支援する産学連携活動に取り組んでおります。

その一環として、国立大学法人山梨大学に在籍する

教授の研究内容を紹介した「山梨大学発“ビジネスチ

ャンス”直行便！」を平成18年６月から定期的に発

行しております。

本リポートが、中小企業のみなさまが抱える経営課

題の解決や新事業

創出の“ヒント”

となり、ビジネス

チャンスの拡大に

つながることを期

待しております。

当行は、「食」に関連した幅広い分野の事業者のみ

なさまの支援・情報提供の場として、平成18年11月

に「やまなし食のビジネス情報連絡会」を設立いたし

ました。本連絡会を定期的に開催し、「農畜産物生産

者」から「食品製造・加工・卸」、「小売・外食」など

さまざまな業種間の交流機会を提供することで、会員

相互のネットワーク拡大や新たなビジネスチャンスの

創出を支援しております。

今後とも、会員のみなさまの業容拡大を支援させて

いただくとともに、

会員相互の連携を促

進し、「食」を通じ

た地域経済の活性化

に貢献してまいりま

す。

トピックス

「山梨大学発“ビジネスチャンス”直行便！」の発行「やまなし食のビジネス情報連絡会」の設立

（注1）1,000万円を超える部分であっても、破綻した金融機関の財産の状況に応じて支払われます（一部カットされる場合があります）。 
（注2）保護されない預金等であっても破綻した金融機関の財産の状況に応じて支払われます（一部カットされる場合があります）。 

　ペイオフは金融機関が破綻した場合にのみ適用される制度ですので、お客さまにとりましては健全な金融機関とお取引い

ただくことがなによりも重要となります。 

　当行の自己資本比率をはじめとする各経営指標は、お客さまに十分ご安心いただける水準にあります。また、公正な格付

け機関からも経営の健全性について高い評価をいただき、高格付けを付与されております。 

　なお、預金保険制度により当座預金や利息のつかない普通預金等は「決済用預金」として全額保護され、定期預金や利息

のつく普通預金等は、1金融機関につき預金者1人あたり、元本1,000万円までとその利息等が保護されます。 

＜預金保険制度により保護される対象商品と範囲＞ 

預  金  等  の  分  類 保  護  の  範  囲 

預
金
保
険
の
 

対
象
預
金
等
 

決済用預金 

一般預金等 

当座預金・利息のつかない普通預金等 

利息のつく普通預金 
貯蓄預金・定期預金・定期積金等 

預金保険の対象外預金等 外貨預金・譲渡性預金等 

全  額  保  護 

合算して元本1,000万円までとその利息等を保護（注1） 

保  護  対  象  外（注2） 
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トピックス

当行では、平成18年10月から、「３大疾病＋５つの

重度慢性疾患」保障付住宅ローンの取り扱いを開始い

たしました。

「山梨中銀自由設計型住宅ローン」に３大疾病（ガ

ン・脳卒中・急性心筋梗塞）や５つの重度慢性疾患

（高血圧症・糖尿病・慢性腎不全・肝硬変・慢性膵炎
すいえん

）

に罹患した際の保障を付加することで、一定の条件の

もと、保険金・診断給付金が支払われ、住宅ローン債

務に充当されます。通常の金利に年0.3％上乗せとな

りますが、万が一の場合、医療費

の支払いとローン返済が重なるこ

とを防ぐことができます。
※　本ローンのお申込みにあたっては、当
行所定の審査および保険会社の審査がご
ざいます。審査の結果、ご希望に添えな
い場合がございますので、予めご了承く
ださい。
※　保険金・診断給付金のお支払いには制
限条件がございます。

「3大疾病＋5つの重度慢性疾患」保障付住宅ローンの取扱開始

当行では、平成19年２月から、環境問題に積極的

に取り組む企業向けの商品として、「山梨中銀ビジネ

スサポートローン『環境配慮口』」の取り扱いを開始

いたしました。

本商品では、オリックス株式会社との提携商品「山

梨中銀ビジネスサポートローン」（平成18年４月取扱

開始）をISO14001などの環境認証を受けている企業

が利用する場合、金利を優遇いたします。

今後も、環境に配慮した事業活動の一環として、環

境負荷低減に取り組む企業を資金面で支援してまいり

ます。

当行では、平成18年10月から山梨県が実施する

「やまなし子育て応援カード事業」に協賛して、個人

ローン金利優遇の取り扱いを開始いたしました。

「やまなし子育て応援カード」をご提示いただける

お客さまを対象に、教育ローン・マイカーローン・ニ

ューライフローンの金利を優遇いたします。今後も少

子化対策や子育て支援の取り組みに対し、積極的に協

力してまいります。
※　各ローンのお申込みにあた
っては、当行所定の審査がご
ざいます。審査の結果、ご希
望に添えない場合がございま
すので、予めご了承ください。
※　本サービスにつきましては、
事前のお断りなく内容の変更
や取り扱いを中止する場合が
ございますので、くわしくは
店頭にてご確認ください。

「山梨中銀ビジネスサポートローン『環境配慮口』」の取扱開始

子育て支援に向けた個人ローン金利優遇

当行では、団塊世代をはじめとした幅広い世代のお

客さまを対象として、セカンドライフの生活設計や資

産形成にお役立ていただくため、平成19年２月に山

梨県内６会場において「山梨中銀セカンドライフセミ

ナー ～ゆとりあるシニアライフに向けて～」を開催

いたしました。

少子高齢化の進行、年金制度の見直し等により社会

生活を取り巻く環境が大きく変化しています。このた

め、当行では、今後

ともお客さまの生活

設計や資産形成にお

役立ていただくた

め、同様のセミナー

を開催していく予定

です。

山梨中銀「セカンドライフセミナー」の開催

〈環境認証〉
①ISO14001（国際規格）②エコアクション21（環境省策定）
③環境負荷低減への取り組みに関する第三者からの認証・認定
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店舗・キャッシュコーナーのご案内 （平成19年5月13日現在）

◎敷島 

◎藤井 

○須玉 

○高根 

◎長坂 

◎ 
小淵沢 

武川◎ 

韮崎○◎ 

竜王◎ 

南竜王◎ 

ローンスクエア甲府○ 

◎昭和 

○若草 

八田◎ 

白根◎ 

小笠原◎ 

甲西○ 

青柳◎ 

鰍沢◎ 

田富○ 

リバーシティプラザ◎ 
流通センター● 

六郷○ 

身延◎ 

南部○ 

◎富士見 

◎石和 

○医大前 

○八代 

○一宮 

◎御坂 

小立○ 
河口湖◎ 

竜ヶ丘○ 

◎山中湖 

○明見 
○◎吉田 

○小沼 

○◎都留 

○禾生 

◎大月 ○猿橋 

上野原 
◎ 

○加納岩 

勝沼○ 

春日居◎ 
日下部○◎ 

東山梨○ 

○牧丘 

○日野 

◎ 国分寺○ 

ローンスクエア立川 
◎立川 

◎小金井 

めじろ台◎ 
◎みなみ野シティ 

○調布 

吉祥寺○ 荻窪○ 新宿○● ○●東京 

外 
外 

○◎市川 外 

外 

外 

○忍野 

山梨県 

東京都 

塩山○◎ 外 

外 外 

ローンスクエア八王子 
八王子 

○◎本店営業部 
　●甲府市役所（出） 
　●自治会館（出） 
　●県庁 
○○柳町 
　◎東 
　○西 
○◎甲府駅前 
○◎貢川 
 

○○青沼 
　◎酒折 
　◎和戸 
　◎美術館前 
　◎下飯田 
○◎湯村 
○◎武田通 
　○千塚 
　○北新 

外 

外 

外 

外 

外 

外 

外 

甲府市内 

○○南 
　◎住吉 
○○国母 
　●中央市場 
　◎城南 
　◎後屋 
　◎中道 

外 

外 

○町田 

甲府市
ア イ メ ッ セ 山 梨
朝 日 通 り
伊 勢
いちやまマート貢川
イ ッ ツ モ ア 塩 部
駅 ビ ル
N E C
岡 島
オギノイーストモール
オ ギ ノ 伊 勢 店
オ ギ ノ 後 屋
オ ギ ノ 貢 川
オ ギ ノ 国 母
オ ギ ノ 城 東
オギノ湯村ショッピングセンター
グ ラ ン パ ー ク
く ろ が ね や 住 吉
県 庁 本 館
県 立 中 央 病 院
甲府市役所本庁舎前
国 際 交 流 セ ン タ ー
国 立 甲 府 病 院
市 立 甲 府 病 院
食 品 工 業 団 地
パ セ オ
山 交 百 貨 店
山 梨 大 学
山 梨 病 院
山 梨 文 化 会 館
山 宮

○
○
○
◎
◎
◎
●
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
●
○
○
●
◎
○
○
◎
◎
○
○
○
○

大月市
猿橋（猿橋支店駐車場内）
猿 橋 駅
ダ イ エ ー 大 月
初 狩 駅

○
◎
◎
○

南都留郡
イ ッ ツ モ ア 赤 坂
オ ギ ノ 河 口 湖
河 口
河口湖ショッピングセンター
山 梨 赤 十 字 病 院
陸上自衛隊北富士駐屯地

◎
◎
◎
◎
●
○

上野原市
上 野 原 駅 前
上 野 原 市 役 所
上野原市役所秋山支所
コ モ ア し お つ
ダ イ エ ー 上 野 原
帝 京 科 学 大 学

◎
●
○
◎
◎
○

東京都
西 国 分 寺 駅
平 山 城 址 公 園 駅 前
村 山

○
○
◎

山梨市
オギノ山梨ショッピングセンター
加 納 岩 病 院
山 梨 厚 生 病 院
山 梨 市 役 所

◎
○
○
●

甲州市
塩 山 市 民 病 院
オ ギ ノ 甲 州
熊 野
甲 州 市 役 所
サンマート三日市場店

○
◎　
○
○
◎

西八代郡
サンフーズ市川大門
ひ う が 市 川 大 門

◎
◎

北杜市
清里バ ス セ ン タ ー
き ら ら シ テ ィ
北 杜 市 役 所
北杜市役所明野総合支所
北杜市役所大泉総合支所
北杜市役所須玉総合支所
北杜市役所白州総合支所

○
◎
○
○
○
○
○

南巨摩郡
南 部 町 役 場
南部町役場南部分庁舎
南アルプス邑プラザ
身 延 山
身 延 町 役 場
身延町役場下部支所
増 穂 町 役 場

○
○
○
○
○
○
◎

韮崎市
オギノ韮崎ショッピングセンター
社 会 福 祉 村
東 京 エ レ ク ト ロ ン
東京エレクトロン総合研究所
韮 崎 駅 前
韮 崎 市 役 所
韮 崎 市 立 病 院

◎
○
○
○
○
●
○

（店舗外キャッシュコーナー）

甲府市内店舗 本支店87 出張所3 海外駐在員事務所1 店舗外キャッシュコーナー132

◎平日・土曜日・日曜日・祝日ATM稼働店　　●平日ATM稼働店
○平日・土曜日ATM稼働店　　　　　　　　　○外国為替取扱店
視覚障害者対応ATMを設置している店舗・店舗外キャッシュコーナー名
を緑色で表示しております。

外

おかじま甲西食品館
おかじま白根食品館
オ ギ ノ 峡 西
J マ ー ト 八 田
南 湖
日 立 製 作 所 前
南 ア ル プ ス 市 役 所
南アルプスBIGステージ

◎
◎
◎
◎
◎
○
○
◎

南アルプス市

イ ッ ツ モ ア 双 葉
オ ギ ノ 敷 島
甲 斐 市 役 所
甲斐市役所敷島庁舎
島 上 条
西 八 幡
響 が 丘
双 葉
ルネサステクノロジ甲府事業所

◎
◎
◎
○
○
◎
◎
◎
●

甲斐市
笛吹市

ア ピ タ 石 和
石 和 サ テ ィ
イ ッ ツ モ ア 一 宮
オ ギ ノ 春 日 居
オ ギ ノ 笛 吹
セ ル バ 笛 吹 境 川
セ ル バ 御 坂
笛 吹 市 役 所

◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
○

ア ピ タ 田 富
イ ッ ツ モ ア 玉 穂
おかじま田富食品館
オ ギ ノ 田 富
オギノリバーシティ
オギノリバーシティ第２
山梨大学医学部附属病院

◎
◎
◎
◎
◎
◎
○

中央市

イトーヨーカドー甲府昭和
カインズホームFC岡島甲府昭和
国 母 工 業 団 地
昭和ショッピングモールjOY
昭 和 町 役 場

◎
◎
●
◎
○

中巨摩郡

富士吉田市
新 屋
オ ギ ノ 富 士 吉 田
金 鳥 居
富士急ターミナルビル
富 士 吉 田 合 同 庁 舎
富 士 吉 田 市 役 所
富 士 吉 田 市 立 病 院
本 町 通 り

◎
◎
○
◎
◎
●
○
○

都留市
おかじま都留食品館
オ ギ ノ 都 留

桂
都 留 市 役 所
日 向 都 留
ホームセンターオーツル

◎
◎
◎
○
◎
◎
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〒400-8601　甲府市丸の内一丁目20番8号 
TEL 055-233-2111（代） 
http://www.yamanashibank.co.jp/この印刷物は古紙配合率100％の再生紙と環境にやさしいVOC（揮発性有機

化合物）成分フリーの大豆油を主体とした植物油型インキを使用して印刷しました。 

○キャッシュカードの暗証番号のお取り扱い 
・「生年月日」「電話番号」「住所の地番」「車のナンバー」など、他
人に類推されやすい番号を暗証番号としているお客さまは、
暗証番号の変更をお願いいたします。 
・暗証番号の変更は、当行のATMで簡単に行えますので、定期
的に変更することをお勧めいたします。 
・貴重品ボックスなどを利用する際は、キャッシュカードの暗
証番号と同一の暗証番号の使用を避けてください。 
・キャッシュカードの暗証番号を銀行から問い合わせることは
ありません。他人に絶対知られないようご注意ください。 
○キャッシュカード・通帳・印鑑のお取り扱い 
・キャッシュカード・通帳・印鑑の入った財布やバッグを車内
などに放置しないでください。 
・ご自宅でも、通帳と印鑑は別々に保管することをお勧めいた
します。 
・通帳の表紙裏面にお届印が登録されている場合、印鑑の偽造
による被害防止のため、登録印シールの取り外しをお願いい
たします。 

キャッシュカード・暗証番号等のお取り扱いにご注意ください。 
運転免許証等とともにキャッシュカードが盗まれ、生年月日等
から暗証番号が類推され、大切なご預金が引き出されてしまう
被害が全国的に発生しております。 

「振り込め詐欺」「架空請求」にご注意ください。 
ご家族等を装い電話や文書で金銭の振込を要求する「振り込め
詐欺」や、「架空請求」による被害が多発しています。 
・お振込みをする前に、もう一度ご家族等に確認してください。 
・心当たりのない請求で不審に思われる場合には、警察や県民
　生活センターなどの消費生活相談窓口にご相談ください。 
 
フィッシング詐欺（パスワード等の詐取）にご注意ください。 
企業の名前を詐称して電子メールを送り付け、添付ファイルや
偽のサイトを用意してIDやパスワード等を入力するよう促す事
件が発生しております。 
当行が、インターネットバンキングサービス・モバイルバンキ
ングサービスのIDやパスワード等について、電子メールで入力
を求めること、電話でお伺いすることはございません。 
・送信元として当行の名称（ドメイン名：＠yamanashibank.co.jp）
　や類似した名称が使われている電子メールを受信され、その
　内容がID・パスワード・暗証番号・クレジットカード番号等
　の入力を求めるものであった場合、決して入力なさらないよ
　うご注意ください。 
 
スパイウェアにご注意ください。 
他金融機関において、「スパイウェア」と呼ばれるソフト等に
よりお客さまのパソコンからパスワード等が不正に取得され、
インターネットバンキングにてお客さまの預金口座から不正に
振込みが行われる事件が発生しております。 
・スパイウェアは、電子メールやフリーソフトをダウンロード
　した時に、気付かないままパソコンにインストールされてし
　まいます。お心当たりのないメールを安易に開くこと、不審
　なサイトへのアクセスや不審なソフトのダウンロードを行う
　ことのないようご注意ください。 
・スパイウェア対応のウィルス対策ソフト等をご利用いただき、
　アップデート（更新）のうえご確認および駆除していただき
　ますようお願いいたします。 
 
本人確認のお願い 
当行では、口座開設等のお取引にあたり、ご本人であることの
確認やご意思の確認をさせていただいております。 
・お客さまの大切なご預金をお守りするため、また、犯罪を防止
　するための確認ですので、ご理解とご協力をお願いいたします。 

当行の「偽造・盗難カードによる被害防止への対策」につきましては、 
12ページに掲載しております。 

お客さまへの大切なお知らせ 

〈キャッシュカード等の紛失・盗難時のご連絡〉 

キャッシュカード・通帳・印鑑の紛失・盗難時には、直ちに当
行にご連絡ください。 

曜　日 時　間　帯 連　絡　先 

平　日 

土・日・祝日 

8：45～17：10 当行本支店 

当行ATMサービスセンター 
0120－121－070

終　日（24時間） 




